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辺野古新基地建設の環境アセス　野田政権で再始動か？
■相次ぐ閣僚級の沖縄訪問

野田佳彦内閣の成立以降、閣僚や民主党幹部の沖縄訪問が続いています。9月27日に斎藤勁官房副長官、10月13日に北澤俊美前防衛大臣、10月17日に一川保夫防衛大臣、10月18日に玄葉光一郎外務大臣が、それぞれ沖縄を訪れました。政府与党の高官らは、仲井真弘多沖縄県知事や稲嶺進名護市長と会談して、普天間基地の辺野古移設を日米合意にしたがって進めることや、そのための環境影響評価（アセスメント）を年内にも再開することを伝えているようです。アセスメントの再開に対して、沖縄県当局や、基地に反対する市民団体は反発を強めています。
■環境影響評価（アセスメント）とは

環境に影響を及ぼす可能性がある公共事業を行う場合、事業者は工事の前に、環境影響評価法や同趣旨の自治体条例に定められた、環境影響評価（アセスメント）を行わなければなりません。アセスメントを行うことで、工事が環境に与える影響を予測し、それを回避するというのが理由です。
工事を行う事業者は、以下のようにアセスメントの手続きを進めなければなりません。
	①「方法書」の作成・・・アセスメントの項目・調査・予測・評価の手法などを記載する。
② 環境影響評価（アセスメント）の実施

③「準備書」の作成・・・アセスメントを行った後、結果について記載する。
④「評価書」の作成・・・「準備書」に対する知事の意見受け、内容を検討、修正して作成する。
⑤ 事業者による公共事業の承認申請。

＊「方法書」・「準備書」・「評価書」の各段階で、公告縦覧を行って「住民意見」を募集し、また当該自治体に提出して「知事意見」を求めることになっています。


　アセスメントは、環境を守るためのものです。それではなぜ、沖縄で基地建設に反対し環境を守ろうとする人々が、アセスメントに反対するのでしょうか。本来であれば、アセスメントの結果、環境への悪影響が判明した場合には、工事の不許可も選択されるべきです。しかし現在の日本では、アセスメントの結果で工事内容が変更されたり、不許可になったりすることはありません。アセスメントは環境を守るためではなく、公共事業を実施するための通過儀礼になってしまっているのです。
■政権交代と鳩山内閣成立で一度は中断
　新基地建設のアセスメントは、海の埋め立てには国のアセス法が、飛行場の建設には沖縄県のアセス条例が適用されます。両方とも事業者は沖縄防衛局で、許認可者は沖縄県知事です。
自民党政権時代に、国と沖縄県は協議会を設置して議論を続けてきました。ところが2007年8月、安倍内閣は県の合意のないままアセスメントの手続きに着手し、県に「方法書」送付したのです。県は抗議して、受け取りを保留しました。しかしその後も国は手続きを進めたため、仲井真知事は「これ以上、受け取りを保留し、知事意見を述べないことは異議なしととらえられる」として「方法書」を受け取りました。こうしてアセスメントは「方法書」、調査の実施、「準備書」と進んでいきました。
ところが2009年に鳩山内閣が成立し、首相が普天間基地の移設先の見直しを表明したため、アセスの手続きは、「評価書」の提出を前にして中断したのです。
■今後の流れ
　政府がアセスメントを再開し、「評価書」を県知事に提出すると、その後は次のように進みます。
①沖縄防衛局が、沖縄県知事に、「評価書」を提出。

→②知事は県環境影響審査会の意見を聞き、防衛局に、「知事意見」を提出。

→③防衛局は知事意見を受けて、「評価書」の補正を行い、知事に提出。

→④防衛局は、公告・縦覧を実施。

→⑤アセスメントの全ての手続きの終了

→⑥防衛局が、知事に、公有水面埋立（海の埋め立て）の申請を行う。
　防衛局が今年12月に「評価書」を提出した場合、海の埋め立ての申請が行われるのは来年6月ごろとされています。仲井真知事は、普天間基地の県外移設を求めていますから、海の埋め立てを許可しない可能性があります。また沖縄では、県知事・県議会・名護市長・名護市議会の関係４者が全て、新基地建設反対です。世論調査でも県民の84％が反対を表明しています。沖縄県の民意は「基地の県内移設反対」でまとまっているのです。

自民党政権時代には、特別措置法を制定して埋め立てに関する知事の権限を取り上げる案もありました。野田内閣は、この問題にどのように対応するのでしょうか。
	●【社説】アセス年内要求　脅せば言いなり、は誤りだ　
（琉球新報2011年10月17日）

手を替え品を替え、沖縄側を脅迫している印象がある。米軍普天間飛行場をめぐる日米両政府の対応のことだ。脅せば言いなりになるという見立ては誤りだと、何度繰り返せば気付くのだろうか。
辺野古移設の環境影響評価（アセスメント）の「評価書」について、米政府が日本政府に対し、沖縄県への年内提出を確約するよう求める方針という。
それが事実なら、心理的圧力をかけることで日本国民が焦り、焦るあまり「なぜ移設に応じないのか」と沖縄側に迫る、そんな構図を米側は描いているのだろう。沖縄に対する国民的包囲網の構築、という図式だ。
米政府の意向というこの情報を流したのは、おそらく日本の外務・防衛官僚だ。日米の「安保マフィア」の情報操作の一環と見るべきだろう。野田佳彦首相にオバマ米大統領が移設実現を迫ったという話をキャンベル米国務次官補が「捏造（ねつぞう）」したことが先日明らかになったが、それとも通底する。県外移設を模索した鳩山由紀夫首相（当時）を尻目に、米側に「早計に柔軟さを見せるべきでない」と「助言」した高見沢将林防衛政策局長（同）らのごとく、政権党や国民より米国の利益を優先する官僚の姿が浮かび上がる。
財政悪化で、米政府は議会から軍事費の大胆な削減を迫られており、１１月にもその方針を示さざるを得ない。今の日米合意は風前のともしびだ。加えて、県民の辺野古移設拒否の意志は固い。移設実現を本気で信じている人は日米両政府でも今や少数派だ。
日米合意が崩壊し県外・国外移設に至ってしまうと、交渉当事者だった自分たちの外交的無能力がさらけ出される。「安保マフィア」はそれを恐れているのだろう。彼らの焦りから生まれた「心理的圧力」を、真に受ける必要はない。
沖縄が要求しているのはほんのささやかなことだ。嘉手納より南の米軍基地一部返還に加え、普天間の県内移設を断念しても、米軍専用基地の沖縄への集中率は７４％から７３％へ、わずか１ポイント下がるだけにすぎない。
他の都道府県には一度たりとも正式に打診したことなどなく、沖縄には県議会決議も知事の意見も無視して移設を押し付けようとするのは、明らかに差別だ。基地集中率１ポイント低下というわずかな願いすら踏みにじるのは理不尽だと、早く政府に自覚してもらいたい。
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